
 

- 272 - 

議案第１１号 

   令和７年度銚子市国民健康保険事業特別会計予算 

 令和７年度銚子市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，０７６，０００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定に

より歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

 ⑴ 各項に計上した報酬（非常勤特別職に係る報酬を除く。）、給料、職員手当、

共済費及び旅費（会計年度任用職員費用弁償通勤費相当分に限る。）に係る予算

額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 ⑵ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

  令和７年２月１８日提出 

                        銚子市長 越 川 信 一   

 



第 算

1. 一 部 負 担 金 1

－

3. 使 用 料 及 び

2

手 数 料 40

7

1. 手 数 料 40

3

6. 県 支 出 金 4,

－

901,991

歳

1. 県 負 担 金 ・ 補

　

助 金 4,901,99

入

1

7. 財 産 収 入 57

1

１

. 財 産 運 用 収 入 57

8. 繰 入 金 625,381

1. 一 般 会 計 繰 入 金 625,381

（

10. 諸 収 入 13

単

,109

1

位

. 延滞金、加算金及び

 

過料 4,895

千

3. 雑 入 8,21

表

円

4

歳 入 合 計

）

7,076,000

款

－274－

歳　出

項

（単位 千円

金

）

款 項 金 額額

1. 総 務 費 173,912

1. 総 務 管 理 費 115,515

2. 徴 収 費 58,202

　

3. 運 営 協 議 会 費

1

195

2.

.

保 険 給 付 費 4,796

国

,353

1

民

. 療 養 諸 費 4,150

健

,144

2

康

. 高 額 療 養 費 628,

保

354

4.

険

出 産 育 児 諸 費 11,5

料

05

5. 葬

歳

1

祭 諸 費 6,350

,

3. 国民健康保

5

険事業費納付金 1,9

3

76,895

5

1. 医 療 給 付 費 分 1

,

,310,767

4

2. 後期高齢者

2

支援金等分 488,5

1

59

3. 介 護 納 付 金 分 177,5

入

69

6. 保 健 事 業 費 70,936

1. 特定健康診査等事業費 46,

1

677

2.

.

保 健 事 業 費 24,25

国

9

7. 基 金

民

積 立 金 41,854

健

1. 基 金 積 立

康

金 41,854

歳

保

8. 諸 支 出 金 6,

険

050

1.

料

償還金及び還付加算金

1

6,050

,

9. 予 備 費 10,00

5

0

1. 予 備

3

費 10,000

5

歳 出 合 計 7,07

,

6,000

4

出

21

2. 一

予

部 負 担 金 1
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（歳 円

1. 総 務 費

）

173,912 139,084 34,828 2.5 26,862 147,050

2. 保 険 給 付 費 4,796,353 5,068,487 △272,134 67.8 4,77

　

0,498 15,666 10,189

3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,976,895 2,023,674 △46,779 27.9 1,976,895

本

6. 保 健 事

出

年

業 費 70,936 67

度

,786 3,150 1

予

.0 29,236 41

算

,700

額

7. 基

の

金 積 立 金 41,854

財

36,919 4,93

源

5 0.6 57 41,7

内

97

訳

8. 諸 支 出

）

款

金 6,050 5,05

本

0 1,000 0.1 6

年

,050

度

9. 予

予

備 費 10,000 10

算

,000 0 0.1 10

額

,000

前

歳

年

出 合 計 7,076,0

度

00 7,351,00

（

予

0 △275,000 1

算

00.0 4,826,

額

596 162,773

比

2,086,631

較  割 合 (

単

％) 特 定 財 源
一 般 財 源

位

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の

 

他

－277－ －278

千

－



817 △65,396 1. 医 療 給 付 費 分 967,718 医療給付費分現年分

国 民 健 康 保 険 料 現 年 分

2.

2. 後期高齢者支

歳

援金 369,907 後

　

期高齢者支援金現年分

入

現

（

年 分

款）

3. 介 護 納 付 金 分 1

1

39,813 介護納付

.

金分現年分

国

現 年 分

民健

4. 医 療

康

給 付 費 分 39,423

保

医療給付費分滞納繰越

険

分

料

滞 納 繰 越 分

（項

5. 後期高齢

）

者支援金 11,379

1

後期高齢者支援金滞納

.

繰越分

国

滞 納 繰 越 分

民健

6. 介 護

康

納 付 金 分 7,181 介

保

護納付金分滞納繰越分

険

滞

料

納 繰 越 分

（単

（款） 2

位

.一部負担金 （項） 1

 

.一部負担金

千

1. 一 般 被

円

保 険 者 1 1 0 1. 現 年

）

分 1 一部負担金

節

一 部 負 担

目

金

本 年

（款） 3.使用

度

料及び手数料 （項） 1

前

.手数料

年

1. 手 数 料 40

度

37 3 1. 手 数 料 40

比

証明手数料

較 説

（款）

明

6.県支出金 （項） 1

区

.県負担金・補助金

分

1.

金

保険給付費等交付金 4

額

,901,991 5,140,684 △238,693 1. 保険給付費等交付金 4,770,498 保険給付費等交付金（普通交付金）

（ 普 通 交 付 金 ）

2. 保険

1

給付費等交付金 131

.

,493 保険者努力支

一

援分交付金 36,37

般

9

被

（ 特 別 交 付 金 ） 特別調

保

整交付金分交付金 36

険

,229

者

県繰入金交付金

1

42,875

,

特定健康診

5

査等負担金交付金 16

3

,010

5

－279－

,

 －280－

421 1,600,



業財政調整基金利子収入

（款） 8.繰入金 （項） 1.一般会計繰入金

（

1. 一 般 会 計 繰 入

款

金 625,381 59

）

6,518 28,86

7

3 1. 保険基盤安定繰

.

入金 430,166 保

財

険基盤安定繰入金（保

産

険料軽減分） 278,

収

260

入

保険基盤安定繰入

（

金（保険者支援分） 1

項

48,723

）

未就学児均

1

等割保険料繰入金 2,

.

971

財

産前産後保険料免

産

除繰入金 212

運用

2. 事 務

収

費 等 繰 入 金 195,2

入

15 出産育児一時金等

（

繰入金 7,666

単

財政安

位

定化支援事業繰入金 4

 

0,676

千

職員給与費等

円

繰入金 146,873

）

節

目

（款） △繰越金 （

本

項） △繰越金

年

△ 繰 越 金 5

度

0 △50

前 年

（款）1

度

0.諸収入 （項） 1.

比

延滞金、加算金及び過

較

料

説

1. 延 滞 金 4,895

明

4,700 195 1.

区

延 滞 金 4,895 一般

分

被保険者延滞金

金 額

（款）10.諸収入 （項） 3.雑入

1. 雑 入 8,214 8,193 21 1. 雑 入 8,214 一般被保険者第三者納付金 5,000

一般被保険者返納金現年分 3,0

1

00

.

一般被保険者返納金

利

滞納繰越分 77

子

雇用保険

及

料被保険者負担金収入

び

137

配

－281－  

当

－282－

金 57 57 1. 財政調整基金利子 57 国民健康保険事



1. 一般管理費 113,486 87,921 25,565 26,862 86,657 △33 1. 報 酬 10,055 会計年度任用職員報酬

2. 給 料 21,022 一般職　

3

６人分

. 歳　

3. 職員手当等 16,

出

998 扶養手当 672

（款

地域手当 444

） 1

住居手当 642

.総

通勤手当 503

務費

時間外勤務手当

（

1,784

項

管理

）

職手当 500

1

期

.

末手当 6,833

総務

勤勉手当 5,620

管理費

4. 共

（

済 費 8,479 共済組

単

合負担金 6,991

位 

公務災害負担金 5

千

8

円

労働保険料 2

）

22

本

厚生年金保

年

険料 1,208

度 の 財

8. 旅 費 43

源

2 普通旅費 29

内 　

会計年度任用職員費用

訳

弁償（通勤費相当分）

節

403

目 本 年

10. 需 用 費 358 消

度

耗品費 169

前

印

年

刷製本費 189

度 比 較

11. 役 務 費

特

3,819 通信運搬費

定

3,779

財

手数

源

料 40

説 明

一

12. 委 託 料 39,1

般

60 機械等保守管理委

財

託料

源

業務委託料

区 分 金

13.

額

使用料及び 708 有料

国

道路通行料等 48

県支

賃 借 料 システム等使

出

用料 660

金 地 方

18. 負担金、補

債

助 12,455 負担金

そ の

及び交付金

他

 －284－－283－



2. 連合会負担金 2,029 2,107 △78 2,029 18. 負担金、補助 2,029 負担金

及び交付金

計 115,515 90,028 25,487 26,862

（

88,686 △33

款）

（款） 1.

1

総務費 （項） 2.徴収

.

費

総

1. 賦課徴収

務

費 58,202 48,

費

926 9,276 58

（

,169 33 1. 報 酬

項

6,146 会計年度任

）

用職員報酬

1.総

2. 給 料 19,8

務

28 一般職　６人分

管理費

3. 職員

（

手当等 15,116 扶

単

養手当 534

位

地

 

域手当 408

千

住

円

居手当 324

）

通

本

勤手当 316

年

時

度

間外勤務手当 3,44

の

5

財

休日勤務手当

源

13

内

期末手当 5

　

,528

訳

勤勉手

節

当 4,548

目 本 年

4. 共 済 費 7,

度

602 共済組合負担金

前

6,732

年

労働

度

保険料 134

比

厚

較

生年金保険料 736

特 定 財

8. 旅 費

源

87 会計年度任用職員

説

費用弁償（通勤費相当

明

分）

一般

1

財

0. 需 用 費 1,392

源

消耗品費 65

区

印

分

刷製本費 1,327

金 額

国

11. 役

県

務 費 7,428 通信運

支

搬費 3,287

出金

手数料 3,415

地 方

クラウドサービス等

債

利用料 726

そ の 他

12. 委 託 料 477 業務委託料

 －286－－285－



18. 負担金、補助 126 負担金 100

及び交付金 会議等出席者負担金 26

計 58,202 48,926 9,276 58,169 33

（

（款） 1.総務費 （項

款

） 3.運営協議会費

） 1

1. 運営協議会費

.

195 130 65 19

総

5 1. 報 酬 195 委員

務

報酬

費 （

計 195 130 6

項

5 195

） 2

（款） 2.保険給付費

.

（項） 1.療養諸費

徴収

1. 一般被保険者

費

4,095,909 4

（

,334,398 △2

単

38,489 4,08

位

8,909 7,000

 

18. 負担金、補助 4

千

,095,909 負担

円

金

）

療養給付費 及

本

び交付金

年 度 の

3. 一般被保険者

財

40,351 43,3

源

71 △3,020 40

内

,351 18. 負担金

　

、補助 40,351 交

訳

付金

節

療 養 費 及び

目

交付金

本 年 度

5. 審 査 支 払 13,

前

884 9,287 4,

年

597 13,884 1

度

1. 役 務 費 13,88

比

4 手数料

較

手 数 料

特 定 財

計 4,150,144

源

4,387,056 △

説

236,912 4,1

明

43,144 7,00

一

0

般

（款）

財

2.保険給付費 （項）

源

2.高額療養費

区 分

1. 一般被保険者 62

金

7,854 660,9

額

75 △33,121 6

国

26,854 1,00

県

0 18. 負担金、補助

支

627,854 交付金

出金

高額療養費 及び

地

交付金

方 債 そ

3. 一般被保険者 5

の

00 500 0 500 1

他

8. 負担金、補助 500 交付金

高額介護合算 及び交付金

療 養 費

計 628,354 661,475 △33,121 627,354 1,000

 －288－－287－



1. 出 産 育 児 11,505 13,506 △2,001 7,666 3,839 11. 役 務 費 5 手数料

一 時 金

18. 負担金、補助 11,500 交付

（

金

款

及び交付金

） 2

計

.

11,505 13,5

保

06 △2,001 7,

険

666 3,839

給付

（款） 2.保

費

険給付費 （項） 5.葬

（

祭諸費

項

1. 葬 祭

）

費 6,350 6,45

4

0 △100 6,350

.

18. 負担金、補助 6

出

,350 交付金

産育

及び交付金

児諸

計 6,35

費

0 6,450 △100

（

6,350

単位

（款） 3.国民健康

 

保険事業費納付金 （項

千

） 1.医療給付費分

円）

1. 一般被保険者

本

1,310,767 1

年

,331,239 △2

度

0,472 1,310

の

,767 18. 負担金

財

、補助 1,310,7

源

67 負担金

内

医療

　

給付費分 及び交付金

訳 節

計

目

1,310,767 1

本

,331,239 △2

年

0,472 1,310

度

,767

前 年

（款） 3.国民健康保

度

険事業費納付金 （項）

比

2.後期高齢者支援金

較

等分

特

1. 一般被

定

保険者 488,559

財

505,444 △16

源

,885 488,55

説

9 18. 負担金、補助

明

488,559 負担金

一般

後期高齢者 及び

財

交付金

源

支援金等

区

分

分 金

計 488,559 5

額

05,444 △16,

国

885 488,559

県支

（款） 3

出

.国民健康保険事業費

金

納付金 （項） 3.介護

地

納付金分

方

1. 介

債

護納付金分 177,5

そ

69 186,991 △

の

9,422 177,5

他

69 18. 負担金、補助 177,569 負担金

及び交付金

 －290－－289－



計 177,569 186,991 △9,422 177,569

（款） 6.保健事業費 （項） 1.特定健康診査等事業費

1. 特定健康診査

（

46,677 46,4

款

10 267 23,56

）

9 23,108 1. 報

3

酬 196 会計年度任用

.

職員報酬

国

等 事 業

民

費

健康

3.

保

職員手当等 76 期末手

険

当 41

事

勤勉手当

業

35

費納

4

付

. 共 済 費 24 共済組合

金

負担金 10

（

労働

項

保険料 6

）

厚生年

3

金保険料 8

.介護

7. 報 償 費 126

納

報償金

付金分

8. 旅 費 11 普通旅費

（

7

単

会計年度任用

位

職員費用弁償（通勤費

 

相当分） 4

千円）

10. 需 用 費 41

本

8 消耗品費 319

年 度

印刷製本費 99

の 財 源

11. 役 務

内

費 2,854 通信運搬

　

費 1,787

訳

手

節

数料 1,067

目 本 年

12. 委 託 料

度

42,967 業務委託

前

料

年 度

13

比

. 使用料及び 5 有料道

較

路通行料等

特

賃 借

定

料

財 源

計 46,677 46

説

,410 267 23,

明

569 23,108

 

一
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般財源 区 分 金 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他



1. 保 健 衛 生 24,259 21,376 2,883 5,667 18,592 1. 報 酬 123 会計年度任用職員報酬

普 及 費

3. 職員手当等 48 期末

（

手当 26

款

勤勉手

）

当 22

6.保

4. 共 済 費 17 共済組

健

合負担金 8

事

労働

業

保険料 4

費

厚生年

（

金保険料 5

項） 2

8. 旅 費 2 会計年

.

度任用職員費用弁償（

保

通勤費相当分）

健事業

10. 需 用 費

費

687 消耗品費 50

（単

印刷製本費 637

位 千

11.

円

役 務 費 2,680 通信

）

運搬費

本 年 度

12. 委 託 料 5,22

の

2 業務委託料

財 源 内

18. 負担金、

　

補助 15,480 交付

訳

金

節

及び交付金

目 本

計

年

24,259 21,3

度

76 2,883 5,6

前

67 18,592

年 度

（款） 7.基

比

金積立金 （項） 1.基

較

金積立金

特

1. 財

定

政調整基金 41,85

財

4 36,919 4,9

源

35 57 41,797

説

24. 積 立 金 41,8

明

54 国民健康保険事業

一

財政調整基金積立金

般財

積 立 金

源 区

計 41,8

分

54 36,919 4,

金

935 57 41,79

額

7

国

（款）

県

8.諸支出金 （項） 1

支

.償還金及び還付加算

出

金

金

1. 一般被保

地

険者 6,000 5,0

方

00 1,000 6,0

債

00 22. 償還金、利

そ

子 6,000 還付金

の 他

保険料還付金 及び割引料
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6. 一般被保険者 50 50 0 50 22. 償還金、利子 50 還付加算金

保 険 料 及び割引料

還付加算金

計 6,050 5,050

（

1,000 6,050

款）

（款） 9

8

.予備費 （項） 1.予

.

備費

諸

1. 予 備 費

支

10,000 10,0

出

00 0 10,000

金 （

計

項

10,000 10,0

）

00 0 10,000

 

1
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.償還金及び還付加算金
（単位 千円）

本 年 度 の 財 源 内 　訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源 説 明

一般財源 区 分 金 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他



１　特別職 （単位　千円）

報酬 給料
期末手当

年間支給率
（月分）

通勤手当 計

その他の
特別職

13 195 195 195

計 13 195 0 0 0 195 0 195

その他の
特別職

13 130 130 130

計 13 130 0 0 0 130 0 130

その他の
特別職

0 65 65 65

計 0 65 0 0 0 65 0 65

給 与 費 明 細 書

区分
職員数
（人）

給与費

共済費 合計

長等

本年度

前年度

長等

議員

比較

長等

議員

議員

－297－



２　一般職

⑴　総括
（単位　千円）

（

（

（

　（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員外書き

（単位　千円）

比較

報酬 給料 職員手当 計

89,608

区分
職員数
（人）

給与費
共済費

前年度 11 ） 14,119 37,717 30,974 82,810

本年度 11 ） 16,520 40,850 32,238

12   

合計

1,4031,594

期末手当

8,822

12,428

16,122 105,730
12   

15,787 98,597

0 ）
0   

区分

前年度

比較 246 852 △ 492 △ 2,942

2,401 3,133 1,264 6,798

休日勤務手当扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外勤務

手当

819 5,229852 966

335 7,133

192 8,171

本年度

10,225

10,834

勤勉手当

627

500

0

特殊勤務手当

1

△ 1

職員手当の
内訳

△ 23

13

960 1,458

1,206

36

管理職手当

500
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ア　会計年度任用職員以外の職員
（単位　千円）

（単位　千円）

イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

（

（

（

　（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員外書き

（単位　千円）

比較 567 486

職員手当の
内訳

区分 期末手当 勤勉手当

本年度 3,443 2,893

前年度 2,876

比較 0 ） 2,401 1,053 3,454 423 3,877

2,407

本年度 11 ） 16,520 6,336 22,856 3,646 26,502

前年度 11 ） 14,119 5,283 19,402 3,223 22,625

500 6,415

0 917

区分
職員数
（人）

共済費 合計
報酬 職員手当 計

給与費

7,958

1,027

管理職手当 勤勉手当

500 7,332

職員手当の
内訳

区分 扶養手当 地域手当 住居手当

本年度 1,206 852 966

前年度 960 1,458

期末手当

8,985

192 1 36

比較 246

8,171

△ 2,942852 △ 492 627 △ 1 △ 23

比較 3,133 211 3,344 △ 88 3,256

前年度 37,717 25,691 63,408 12,564 75,972

本年度 40,850 25,902 66,752 12,476 79,228

区分
職員数
（人）

共済費 合計
給料 職員手当 計

給与費

休日勤務手当

819 13

時間外勤務
手当

5,229

通勤手当 特殊勤務手当

12   

0   

12   
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

（単位　千円）

区分 増減額

給料 3,133 給与改定に伴う増減分 2,268 給与改定に伴う増分 給与改定の状況（前年度）

　給料の改定率

　実施時期 令和6年4月

昇給に伴う増加分 790 　平均昇給率

その他の増減分 75 職員の変動等に係る増減分

職員手当 211 制度改正に伴う増減分 1,361 給与改定に伴う支給割合等の変更

扶養手当 126 　配偶者に係る手当額

（改定後）

（改定前）

　子に係る手当額

（改定後）

（改定前）

　実施時期 令和7年4月

地域手当 852 　支給割合 （新設）

　実施時期 令和7年4月

通勤手当 55 　千葉県の制度に準拠

　改定影響率

　実施時期 令和7年4月

期末手当 166 　支給割合 （改定後）

（改定前）

　実施時期 令和6年12月

勤勉手当 162 　支給割合 （改定後）

（改定前）

　実施時期 令和6年12月

その他の増減分 △ 1,150 扶養手当 120 職員の変動、制度改正のはねかえり等

住居手当 △ 492
に係る増減分

通勤手当 572

特殊勤務手当 △ 1

時間外勤務手当 △ 2,942

休日勤務手当 △ 23

期末手当 861

勤勉手当 755

10.25%

年間2.50月分

年間2.45月分

年間2.10月分

年間2.05月分

増減事由別内訳 説明

平均3.00%

備考

2.06%

3,000 円 

6,500 円 

11,500 円 

10,000 円 

2.00%

－300－



⑶　給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

　ウ　期末手当・勤勉手当

　（　　）内は、定年前再任用短時間勤務職員

本年度
(1.200月分）

2.300月分 2.300月分

(1.175月分）
2.250月分 2.250月分

有

有

(2.400月分）

(2.400月分）
4.600月分

(1.200月分） (1.200月分）
国の制度

2.300月分 2.300月分
有

4.600月分

前年度

(1.200月分）

(1.175月分） (2.350月分）
4.500月分

支給率計

平均年齢 32.4 歳　

区分 高校卒 大学卒
国の制度

高校卒 大学卒

 職制上の段階、
 職務の級等に
 よる加算措置

一般行政職 194,500 円 225,600 円 188,000 円 220,000 円 

区分

一般行政職

285,535 円　

平均給与月額 310,215 円　

33.10 歳　

321,248 円　

区分

令和7年1月1日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

令和6年1月1日現在

平均給料月額 260,250 円　

6 月 12 月

支給期別支給率
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　エ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　オ　地域手当

　カ　その他の手当

2.0％ 12人

国の制度
(支給率等)

24.586875月分 33.270750月分

国の指定基準に
基づく支給率

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
(2%～20%加算)

47.709000月分 47.709000月分

区分
20年 25年

最高限度
勤続の者 勤続の者 勤続の者

支給率等 24.586875月分 33.270750月分

定年前早期退職特例措置
(3%～45%加算)

備考

35年

通勤手当 異 千葉県に準拠

区分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

2.0％

住居手当 同

制度改正により令和7年度から支給する。

47.709000月分 47.709000月分

支給率 支給対象職員数
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　キ　級別職員数及び標準的な職務内容

級
構成比
（%）

標準的な職務内容

8級

7級

6級 9.1 室長

5級 9.1 主査

4級 18.2 副主査

3級 18.2 主任主事

2級 18.2 主事

1級 27.2 主事

計 100.0

8級

7級

6級 9.1 室長

5級 9.1 主査

4級 9.1 副主査

3級 18.2 主任主事

2級 9.1 主事

1級 45.4 主事

計 100.0

令和6年1月1日現在

1

1

1

2

1

5

11

区分

令和7年1月1日現在

1

2

2

11

3

一般行政職

職員数
（人）

1

2
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　ク　昇給

一般行政職

12 人　

11 人　

１号給

２号給

３号給

４号給 9 人　

５号給 2 人　

６号給

８号給

90.9 %  

12 人　

11 人　

１号給

２号給

３号給

４号給 9 人　

５号給 2 人　

６号給

８号給

91.7 %  

前年度

職員数　　　　　　（Ａ）

昇給に係る職員数　（Ｂ）

号給数別内訳

比率　　（Ｂ）／（Ａ）

区分

職員数　　　　　　（Ａ）

昇給に係る職員数　（Ｂ）

号給数別内訳

本年度

比率　　（Ｂ）／（Ａ）
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（単位 千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

2,314 令和7年度 2,314 2,314

1,087 令和7年度 1,087 724 363

国民健康保険診療報酬明細書
点検業務委託
（令和６年度分）

特定健康診査受診票等
封入封緘印刷業務委託
（令和６年度分）

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

左の財源内訳

特定財源
一般財源

事項 限度額

前年度末までの
支出（見込）額

当該年度以降の
支出予定額
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